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過熱するアフリカへの関心

　国際協力の分野にとって、今年
最大のイベントは８月末に横浜で
開催された第７回のアフリカ開発
会議（TICAD７）であろう。そ
こで、アフリカへの世界の関心度
を測るために世界のアフリカ開発
会議の歴史を追ってみよう。外務
省の前TICAD担当大使で現シド
ニー総領事の紀谷昌彦氏の資料に
よると、最も古い歴史を有する国
はアフリカ旧宗主国のフランスだ。
1973年から今日までに「フラン
ス・アフリカ・サミット」を28
回も開催している。フランスの政
府開発援助（ODA）の大半はア
フリカなどの旧植民地国へ充当さ
れていると言われるぐらい、フラ
ンスと旧植民地国との関係は今も
綿々と続いている。
　２番目に長い歴史を持つのは、
1977年からの「アラブ・アフリ
カ・サミット」（過去４回開催）
だ。３番目が日本で、1993年か
ら2019年までTICADを７回開催
している。４番目は、2000年か

ら７回開催されている「中国・ア
フリカ・フォーラム」と、５回開
催の「EU・アフリカ・サミッ
ト」がある。６番目は2006年か
ら５回開催している「韓国・アフ
リカ・フォーラム」と「南米・ア
フリカ・サミット」。７番目は
2008年から３回開催している
「インド・アフリカ・フォーラ
ム・サミット」。８番目は2016
年から２回開催している「アフリ
カ・イタリア・サミット」などが
ある。
　このように、フランス、日本、
中国、韓国、インド、そして地域
としてアラブ諸国、欧州連合
（EU）、南米との外交・経済交
流が幅広く展開されている。これ
は世界のアフリカへの関心の高さ
を明示する証だ。
　今年10月には、ロシアも世界
の潮流に乗り遅れまいと首都モス
クワで「ロシア・アフリカ首脳会
議」を開催した。ロシアはかつて
の東西冷戦を引きずるように「西
側企業はアフリカでこれまで460
億ドルの収益をあげながら、アフ

リカの収益は60億ドルに過ぎな
い」と欧州を中心とした西側がア
フリカをいかに搾取しているかを
批判している。ところが、売り物
の少ないロシアは、“死の商人”
のように、高性能の武器を売り込
んでいる。これでは西側批判の価
値が失われてしまう。これも民族
紛争が多発するアフリカの現実で
ある。それゆえに、私たちは「開
発と平和」を掲げて歩き続けなけ
ればならない。

日本のTICAD史

　次に、日本とアフリカとの歴史
を追ってみよう。第１のステージ
は、1984年頃のアフリカ大旱魃
による飢餓救済キャンペーンであ
った。この時は、一人の外交官か
ら始まった飢餓救済募金のための
「節食ランチ」運動が、「アフリ
カ月間」という運動とともに全国
に広がり、国民の間にアフリカ飢
餓救済への気運を高めた。さらに、
アフリカに毛布を100万枚贈る国
民運動も、俳優の森繁久彌の呼び
かけで全国に広まった。日本人の

アフリカへの関心はこうして一気
に高まり、アフリカ支援（協力）
の国民的コンセンサスがつくられ
ていった。
　こうした土壌の中で、外務省は
1993年に第１回のTICADを開催
した。外交は相手の事情も大切だ
が、外交を支える国民のコンセン
サスも大切である。当時の日本は
高度成長期にあり、財政面でも余
裕があり、ODA実績も世界一を
誇っていた。
　ただ、初めの議論は主に政府ベ
ース援助のあり方や債務処理など
が中心で、まだ民間投資などの関
心は低い時代であった。TICAD
４（2008年）ぐらいからはよう
やくインフラ開発（道路、港湾な
ど）や農業開発としてのコメの増
産などが取り上げられ、少しずつ
経済開発を指向するようになった。
　2013年のTICAD５になると、
「援助から投資へ」が議論のテー
マになる。JICAでは地域経済の
発展をも目指して、いわゆる地域
と地域を結ぶ回廊開発を支援する
ようになる。その背景には民間投
資の条件整備も織り込まれていた。
　2016年のTICAD６は、初めて
アフリカの地、ケニア開催となっ
た。その時のメインテーマは人材
育成と民間投資（300億ドル）で
あった。しかし、民間投資は振る
わず200億ドルにも達しなかった。
日本政府としては、今の財政はト
ップドナーであった時代ほど豊か
ではないので、それをカバーする
つもりで民間投資に希望を託した
が、民間側ではアフリカ投資への
意欲が低く、政府の希望を叶える

ことができなかった。
　横浜でのTICAD７では、従来
の２倍を超える企業が参加して、
TICAD史上初めて、民間企業を
公式なパートナーとして位置付け
てアフリカ諸国との直接対話が実
施された。討論は科学技術イノベ
ーションから人材育成、保健・衛
生、農業、気候変動、ブルーエコ
ノミーなどと多岐にわたったが、
アフリカ側の関心は日本企業のア
フリカ投資であったと言える。

民間主導の開発会議

　このように、TICADは日本経
済の最盛期から低迷期へ向かうに
つれて、財政事情を背景に官ベー
スから民ベースへ大きく転換して
いる。日本政府はアフリカ開発会
議の公式パートナーとしての企業
に期待を寄せている。
　しかし、民間がアフリカ投資に
どのくらい確信を抱いているのか
定かではない。民間としては、投
資は時に会社の浮沈にかかわる事
柄であるだけに、政府の要請を鵜
呑みにできない。
　政府の財政難により公的資金で

のアフリカ援助が困難ならば、次
回は（一社）日本経済団体連合会
（経団連）、（公社）経済同友会、
（一社）日本貿易会、（独）日本
貿易振興機構（ジェトロ）などが
主催者となり、政府ベースの「ア
フリカ開発会議」から民間ベース
の「アフリカ貿易・投資会議」へ、
バトンタッチするという考え方も
あり得る。民間としてはアフリカ
への投資条件を、アフリカを巻き
込みながら徹底的に議論し、投資
環境整備を進めることも一考であ
ろう。
　日本のTICADはここらで整理
整頓しないと、半官半民となり中
心軸のない開発会議になる恐れが
ある。今では軸足をどこに置いて
いるのか、中途半端な状況にある
と言える。そう考えると、対アフ
リカODAのあり方も、次の
TICADに向けての性格を明確に
して、政府ベースなのか、民間ベ
ースなのか、その立場をはっきり
させる必要があろう。政府は新た
なTICADのあり方が問われてい
ることを認識し、次へ向けて行動
してもらいたい。

岐路に立つアフリカ開発会議
「官」から「民」への移行は可能か

TICAD７で開かれた全体会合6
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「取り残さない」の意味を 問う
“障害者インクルーシブ”な開発への模索

問う ミレニアム開発目標（MDGs）で見落とされてきた障害者の問題。これに憂慮した当時の世
界銀行総裁、ジェームズ・D・ウォルフェンソン氏は、「障害者をメインストリームに入れるため
の特別な努力がない限り、（MDGsの達成は）無理である」との言葉を残している。持続可能
な開発目標（SDGs）時代に入り、障害者を含めたインクルーシブな開発への取り組みはよう
やく動き出している。果たして今後の課題とは。

JICAプロジェクトの一環としてマレーシアで実施され
た障害平等研修（DET）ファシリテーター養成講座
の様子。差別や排除など「社会の中にある障害」を
見抜く力を養うワークショップ型研修「DET」のファシ
リテーターを育成している。タイやフィリピンなど各国
から障害者が集まり、参加した
＝久野研二JICA国際協力専門員提供



セクター別ガイドラインも作成

　そうした中で世銀は2018年、
「Disability Inclusion and 
Accountability Framework (障
害の包摂性・アカウンタビリティ
フレームワーク)」を発表した。
これは、世銀がなぜ障害者の包摂
に取り組むのか、なぜこれが世銀
の二大目標である貧困撲滅と繁栄
の共有に関連するのか、という方
針を示した初の文書だ。障害者の
包 摂 と い う 視 点 を 世 銀 の
“DNA”として組み込んでいく
ためのロードマップであり、それ
に向けたセクター別の詳細なガイ
ドラインも盛り込まれている。
　枠組みの作成には２年の時間を
要した。その理由は、障害者団体、
事業に携わる政府や世銀スタッフ
との広範な協議があったからだ。
これはより大きな枠組みである新
たな「環境・社会フレームワーク
（ESF）」につながり、道路、歩
道、建物、交通といったインフラ
へのアクセスを確保する方法（ユ
ニバーサルアクセス）なども示し
た。水資源管理でもアクセスの考
え方や設計など多岐にわたる。
　世銀における社会分野の専門家
と地域の特性に応じたトレーニン
グを行い、より具体的な助言に裏
付けられているため、スタッフに
問題を理解させる点で非常に有効
だ。
　一方、開発途上国に対する支援
では、ESFを通じて、彼らの能力
強化を推し進めていくつもりだ。
例えば、ネパールでは障害のある

子どもたちがいる学校の教師を支
援する事業を進めている。このほ
か、ウルグアイでは観光ツアーや
保健サービス、教育などへの障害
者のアクセシビリティや、人口に
おける障害児の割合などを見てい
る。各国の経済発展の段階に合わ
せ、障害包摂の社会的側面に焦点
を当てた新しいパラダイムシフト
を各国政府が理解するよう、協力
することが重要だ。
　こうした開発途上国では、全国
レベルの障害者団体が自国の政府
に働きかけ、圧力をかけることも
ある。障害者は今やその国の政府
に対して交渉力を持ちつつある。
また、障害包摂の推進力は障害者
以外の人々からも出ている。障害
者と代弁者が共に動いているのは
非常に良いことだ。

日本含めた他ドナーとも連携

　日本政府は世銀とのパートナー
シップ関係に基づき、「日本開発
政策・人材育成基金（PHRD）」
や 「 日 本 社 会 開 発 基 金
（JSDF）」に資金を拠出し、コ
ミュニティーの一体性、強靭性、
障害者の包摂に関する多くの画期
的事業を支援してくれた。
　国際協力機構（JICA）とも緊
密に連携してきた。JICAは長年
にわたり、障害を持つアフリカの
指導者に研修機会を提供するなど
貢献してきた。現在は、ベトナム
でも日本が支援しているろう者向
け教育事業がある。日本の支援に
よって多くの先駆的な事業が可能
になった。

　私は2002年、札幌で開かれた
国際NGOの障害者インターナシ
ョナル（DPI）の第６回世界会議
に参加した。会場周辺の施設はア
クセシビリティを高めるための工
夫が随所に取り入れられていた。
コミュニティー全体で障害者を包
摂した社会づくりを進めようとす
る共同体意識を感じた。最近も、
日本の国会で重度の障害者が議員
として参加できるようになり、日
本国内でインクルーシブ社会への
進展が見られている。
　他方、障害者に関する施策では
日本もまだまだすべきことがある。
ただ、完全に正しくこの分野に対
応できている社会は世界に一つも
なく、すべての社会で改善の余地
はいくらでもある。
　私たちは日本に限らず、多彩な
ドナーと非常に密接な協力を展開
している。国際開発金融機関
(MDBs)も障害包摂に関心を寄せ
ており、米州開発銀行（IDB）に
も私のような障害アドバイザーが
いる。また、ノルウェー政府、英
国国際開発省（DFID）、米国国
際開発庁（USAID）など、さま
ざまな二国間ドナーからの支援が
増えている。
　DFIDには障害に関する独自の
政策があり、昨年は障害者をロン
ドンに招いて、世界初の大規模な
国際会議を開催した。他のドナー
でも、オーストラリアやドイツ、
JICAも障害に関する方針を打ち
出している。これらの方針を現実
の仕事でどう実現していくか。誰
にとっても大きな挑戦だ。

福祉予算の増加など高まるリスク

　世界における人口の少なくとも
15％（約10億人）は、何らかの
障害を持つ人々だという。彼らの
多くは開発途上国に住んでおり、
その数は高齢化や戦争・紛争、自
然災害などによって今後も増加し
ていくと予想される。そうした中
で、障害者の社会や労働市場への
参加が低い状況には大きなリスク
が伴うようになっている。顕著な
のが、政府の福祉予算の負担増だ。
そのコストはGDPの３～７％に
も及ぶと見られている。
　障害者を包摂したインクルーシ
ブな開発を進める上では、それを
“追加的要素”としてではなく、
す で に 組 み 込 ま れ て い る
“DNA”として捉えていく必要
がある。そうした動きはすでに見
られており、「障害と開発」に関
する課題への国際的な関心は高ま

っている。SDGsでも障害者の包
摂を掲げた項目が盛り込まれた。
　開発アジェンダの主流をなす概
念の一つに「障害と開発」を位置
付ける国際的な枠組みも、近年、
増えている。例としては、2006
年に採択された障害者の権利に関
する条約（障害者権利条約）や
15年に日本の仙台で開催された
第３回国連防災世界会議で採択さ
れた「仙台防災枠組2015－
2030」がある。同会議では女性
や若者、高齢者などと共に障害者
を含むステークホルダーを政策の
計画・実施に参加させることや、
障害者のエンパワーメントの重要
性が確認された。
　これらの国際的枠組みが途上国
の視線を引き付け、障害者を包摂
した開発プロジェクトへの需要が
拡大している。この動きは、必ず
しも私たちが強く後押ししている
のではなく、途上国自身のニーズ

が働いているのだ。
　こうした潮流に伴い、開発協力
の世界でも障害者の包摂を視野に
入れた開発プロジェクトの形成な
どに取り組んでいくことが必要だ。
世銀は過去20年以上にわたり、
「障害と開発」分野に取り組んで
きた。私が2004年に入行した時
にはすでに、障害者を考慮したプ
ロジェクトの形成・実施を求める
障害アドバイザーがいた。その配
下には日本人職員もいた。
　障害者の包摂を視野に入れると
いう考えが世銀の幹部にまで浸透
するには時間がかかった。だが、
上層部がその重要性を理解し、リ
ーダーシップをとるようになって
からは、この５年間で世銀の事業
に障害者を包摂する取り組みは急
増した。加えて、外部のパートナ
ーからも障害者を包摂する取り組
みの強化を求める声も強まってい
る。
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「取り残さない」の意味を問う～“障害者インクルーシブ”な開発への模索総　論1

国際機関の中でいち早く「障害と開発」分野に取り組んできた世界銀
行。昨年、組織全体で取り組みを強化するためのロードマップを策定し
た。現在この動きを主導している世銀のグローバル障害アドバイザー、シ
ャーロット・マクレイン=ンハラポ氏に、これからの開発協力における「障害
と開発」分野の位置付けと今後の展望を聞いた。

世界銀行　グローバル障害アドバイザー

シャーロット・マクレイン=ンハラポ氏

開発協力の“DNA”に
世銀はロードマップを策定

ポーランドのワルシャワ大学で国際法・行政学修士号、米コーネル大学
ロースクールで法学修士取得。1996年より国連児童基金（UNICEF）
でプロジェクトオフィサーを務める。その後、世界銀行上級業務担当官と
して東アジア・大洋州地域で障害者を包摂する開発を推進。南アフリカ
のネルソン・マンデラ元大統領に任命されて南アフリカ人権委員会のメ
ンバーも務める。2011年より米国国際開発庁（USAID）の障害・インク
ルーシブ開発担当アドバイザー。14年より現職


